
NPO法 人野球振興コミュニティ定款

第 1章 総 則

(名  称 )

第 1条  この法人は、NPO法人野球振興コミュニティという。略称をBaseBa‖ Xと する。

(事務所 )

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都品川区に置 く。

(目  的 )

第 3条  この法人は、全ての地域住民に対 して、野球ができる環境の構築・イベン ト

の企画運営に関する事業を行うことで、心身の健康及び野球をはじめとしたス

ポーツ文化の更なる向上発展に寄与することを目的とする。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。

(1)学 術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

(事 業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし

て、次の事業を行う。

(1)ス ポーツの機会を広 く提供する事業

(2)ス ポーツクラブのマネジメン トに関する事業

(3)ス ポーッ大会その他イベン トの企画、開催、運営事業

第 2章 会 員

(種 別 )

第 6条  この法人の会員は、次の 2種 とし、正会員をもつて特定非営利活動促進法 (以

下「法」という。)上 の社員とする。

(1)正会員  この法人の目的に賛同 して入会 した個人及び団体

(2)賛助会員 この法人の目的に賛同 じ賛助するために入会 した個人及び団体

(入  会 )

第 7条  会員の入会について、特に条件は定めない。

2 会員として入会 しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、

理事長に申し込むものとする。

3 理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認め

なければならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付 した書

面をもつて本人にその旨を通知 しなければならない。

(入会金及び会費 )

第 8条  会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。
2 既納の入会金、会費及びその他の拠出金品は、返還 しない。

(会 員の資格の喪失 )

第 9条  会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。



(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅 したと

き。

(3)継続 して 1年 以上会費を滞納 したとき。

(4)除名されたとき。

(退  会 )

第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ

とができる。

(除  名 )

第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す

ることができる。

(1)こ の定款に違反 したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

2 前項の規定により会員を除名 しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明

の機会を与えなければならない。

第 3章 役 員

(種別及び定数 )

第12条  この法人に、次の役員を置 く。

(1)理事  3人 以上 7人 以内

(2)監事  1人 以上 2人 以内

2 理事のうち 1人 を理事長 とし、 1人以上 2人以内を副理事長 とする。

(選任等 )

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。

2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若 しくは 3親等以内の

親族が 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の親

族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )

第14条 理事長は、この法人を代表 し、その業務を総理する。

2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表 しない。

3 副理事長は、理事長を補佐 し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと

きは、理事長があらか じめ指名 した順序によって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成 し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、

この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号 の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為

又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見 した場合には、



これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述

べること。

(任 期等 )

第15条  役員の任期は、 2年 とする。ただ し、再任を妨げない。

2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現

任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務

を行わなければならない。

(欠 員補充 )

第16条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞

なくこれを補充しなければならない。

(解 任 )

第17条  役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す

ることができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認め られるとき。

(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわ しくない行為があつたとき。

2 前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明

の機会を与えなければならない。

(報酬等 )

第18条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。

3 前 2項 に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第 4章 会 議

(種 別 )

第19条  この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。

2 総会は、通常総会及び臨時総会 とする。

(総会の構成 )

第20条  総会は、正会員をもつて構成する。

(総会の権能 )

第21条 総会は、以下の事項について議決する。
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(総会の開催 )

第22条 通常総会は、毎年 1回 開催する。

2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載 した書面により招集の請求

があつたとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第23条  総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があつたときは、そ

の日から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書

面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日 前までに通知 しなければな

らない。

4 総会を招集する者は、総会を場所の定めのない総会とすることができる。この

場合、前項に定める通知については、場所に代えて、総会を場所の定めのない総

会とする旨及び総会に出席するために必要な事項を通知するものとする。

(総会の議長 )

第24条  総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中から選出する。

(総会の定足数 )

第25条 総会は、正会員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決 )

第26条  総会における議決事項は、第23条 第3項の規定によってあらか じめ通知 した事

項 とする。ただ し、緊急の場合については、総会出席者の2分の 1以 上の同意に

より議題 とすることができる。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をも

つて決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案 した場合において、正

会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を

可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等 )

第27条 各正会員の表決権は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由のため総会の開催場所に赴 くことができない正会員は、即時

性と双方向性が確保されたウェブ会議の方法によって総会に出席 し、表決するこ

とができる。

3 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらか じめ通知された

事項について書面若 しくは電磁的方法をもつて表決 し、又は他の正会員を代理人

として表決を委任することができる。

4 前項の規定により表決 した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用については、

総会に出席 したものとみなす。

5 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加

わることができない。



(総会の議事録 )

第28条  総会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければならな

い 。

(1)日 時及び場所 (当 該場所に存 しない社員が総会に出席 した場合における当該

出席の方法を含む。)(場 所の定めのない総会であったときは、日時、場所の

定めのない総会であつた旨及び出席者の出席の方法。 )

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若 しくは電磁的方法による表決者又は表決委

任者がある場合にあっては、その数を付記すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び総会において選任 された議事録署名人 2人 が、記名押印

又は署名 しなければならない。

3 前 2項 の規定にかかわ らず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意

思表示をしたことにより、総会の決議があつたとみなされた場合においては、次

の事項を記載 した議事録を作成 しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行 つた者の氏名

(理事会の構成 )

第29条  理事会は、理事をもつて構成する。

(理事会の権能 )

第30条  理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決 した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要 しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第31条  理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 2分 の 1以上から理事会の目的である事項を記載 した書面により

招集の請求があつたとき。

(理事会の招集 )

第32条 理事会は、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があつたときは、その日か ら14日 以内

に理事会を招集 しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書

面又は電磁的方法により、開催の 日の少な くとも 5日 前までに通知 しなければな

らない。

4 総会を招集する者は、総会を場所の定めのない総会 とすることができる。この

場合、前項に定める通知については、場所に代えて、総会を場所の定めのない総

会とする旨及び総会に出席するために必要な事項を通知するものとする。



(理事会の議長 )

第 33条  理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第34条 理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によつてあらか じめ通知 し

た事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決 し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。

(理事会での表決権等 )

第35条  各理事の表決権は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由のため総会の開催場所に赴 くことができない正会員は、即時

性と双方向性が確保されたウェブ会議の方法によつて総会に出席 し、表決するこ

とができる。

3 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された

事項について書面をもつて表決することができる。

4 前項の規定により表決 した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理

事会に出席 したものとみなす。

5 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加

わることができない。

(理事会の議事録 )

第36条  理事会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければなら

ない。

(1)日 時及び場所 (当 該場所に存 しない社員が総会に出席 した場合における当該

出席の方法を含む。)(場所の定めのない総会であったときは、日時、場所の

定めのない総会であつた旨及び出席者の出席の方法。)

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあっては、その旨を付記

すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人 が記名押

印又は署名 しなければならない。

第 5章 資  産

(資産の構成 )

第37条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。

(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生 じる収益

(5)事業に伴 う収益

(6)その他の収益

(資産の区分 )

第38条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産の 1種 とする。



(資 産の管理 )

第39条  この法人の資産は、理事長が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、理事

長が別に定める。

第 6章 会 計

(会計の原則 )

第40条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従つて行わなければならな

い 。

(会 計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計の 1種 とする。

(事 業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第43条  この法人の事業計画及びこれに伴 う予算は、毎事業年度、理事長が作成 し、

総会の議決を経なければならない。

(暫 定予算 )

第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立 しないときは、

理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準 じ収

益費用を講 じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立 した予算の収益費用とみなす。

(予 算の追加及び更正 )

第45条  予算成立後にやむを得ない事由が生 じたときは、総会の議決を経て、既定予

算の追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算 )

第46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産 目録等決算に関す

る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成 し、監事の監査を受け、

総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生 じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。

(臨機の措置 )

第47条  予算をもつて定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を

し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第48条  この法人が定款を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の 4分の

3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項について

は、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない

事項を除 く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない。



(解 散 )

第49条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消 し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なけ

ればならない。

(残余財産の帰属 )

第50条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除 く。)し たと

きに残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決 し

たものに譲渡するものとする。

(合  併 )

第51条  この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法

(公 告の方法 )

第52条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載 して

行う。ただ し、法第28条の 2第 1項に規定する貸借対照表の公告については、

この法人のホームページにおいて行う。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ

る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置 くことができる。

(職員の任免 )

第54条  事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営 )

第55条  事務局の組織及び運営に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別

に定める。

第10章 雑 則

(細  則 )

第56条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ

を定める。



附 則

1 この定款は、この法人の成立の日か ら施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、次のとお りとする。

理事長     斎 藤  瑛 俊

副理事長    枝 元  正 寛

理 事     花 見  洋 哉

監 事     月巴 後  盛 輔

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条 第 1項の規定にかかわ らず、この法

人の成立の日か ら令和 9年 3月 31日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわ らず、この法人の成立

の日か ら令和 8年 3月 31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわ らず、設立総

会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわ らず、次に掲げ

る額 とする。

(1)入 会金 正会員 (個 人・団体)0円 賛助会員 (個 人・団体)0円

(2)年 会費 正会員 (個 人・団体)0円 賛助会員 (個 人)1回 3,000円 (団 体)1回 10,000

円

(1日 以上 )



書式第 1号 (法第 10条 。第 23条関係 )

設立 口役員変更用

役 員 名 簿 (役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

NPO法人 晰 ポ 蔽 翼ユ コ
')'7イ

t欧州曝備浄
ナ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

画各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(ど ちらかに○)

(フ リガナ)

報酬の有無
(ど ちらかに○)

役職名等
氏   名

ハ

(墨テ 監事
1trfi ci'l'z ハ

有〔ヽノ 理キ晨
脅維染f気

ノ́ ｀

の 監 事

工fし← 77じロ
ノ′、

有・c Zl14■
檬わ二憾

ハ

ぐ壁プ。監事
rtf i r*f ハ

有く迎ブ
構見,イ戎

五

二

し コ` 多fえ7  

(ジ
・無

れ1に 戯掏

理事 。監事 有 。無

′
０ 理事・監事 有・無

理事 。監事 有 。無

理事・監事 有・無

Ｏ

υ 理事・監事 有 。無

10 理事・監事 有 。無

ノ′~｀

理事t監ヲ



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係 )

設立 0定 款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

NPO法人__里]堕1邑itt■ュ_ニュ三亘萱L:量:量:菫艶:量差)■

1 事業実施の方針

。設立当初の事業年度は、以下の事業を確実に実施することを目標とする。

。本法人の事業内容をより多くの市民に知っていただくため、SNSやホームページの発信にも力を入れ

ていく。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【3,987】 千円 )

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)

足駅 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

スポーツの機
会を広 く提供
する事業

個人参加型の野球練習会

毎月、土
日祝 日で
1回 2時
間 枠 を
4～6枠

品川 区野
球 グラウ
ン ド、他

3人

開催場所
近郊の野
球に興味
のある一
般市民

25人 ×
4～6枠 ×
12ヶ 月

1,064

スポーツクラ
ブのマネジメ
ン トに関する
事業

有志で結成 した野球チー
ムの運営

毎月、土
日祝 日で
1回 2時
間枠を 6
枠

品川
球 グ
ン ド

区野
ラウ
、他

2人

開催場所
近郊の野
球に興味
のある一
般市民

20人 ×
6枠 ×
12ヶ 月

1,565

スポー ツ大会
その他 イベ ン
トの企 画 、開
催、運営事業

野球大会の開催 年 1回
大田区野
球グラウ
ン ド、他

3人

開催場所
近郊の野
球に興味
のある一
般市民

70人

1,358
スポーツ大会
その他イベ ン
トの企画、開
催、運営事業

親睦会の開催 年 3回
東京近郊
の飲食可
能な場所

3人
不特定多
数の一般
市民

20人 ×
3回

スポーツ大会
その他イベ ン
トの企画、開
催、運営事業

合宿の企画、運営 半期 に 1

回

関東近郊
の野球お
よび宿泊
可能な場
所

3人
野球に興
味のある
一般市民

20人 ×
2回

載記
た
名

に

れ

業

欣
さ
事

足

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係 )

設立 口定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

NPO法人__里墜振里ュ塾≦互
=生

:豊:畳:型!壁量差〕
=

1 事業実施の方針

・令和 8年度は、以下の事業を確実に実施することを目標とする。

。本法人の事業内容をより多くの市民に知っていただき賛助会員を増やしていくため、SNSやホームペ

ージの発信にも力を入れていく。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【3,987】 千円 )

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

覚盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

スポーツの機
会 を広 く提供
する事業

個人参加型の野球練習会

毎月、土
日祝 日で
1回 2時
間 枠 を
4～6枠

品川 区野
球 グラウ
ン ド、他

3人

開催
近郊
球に
のあ
般市

場所
の野
興味
る一
民

25人 ×

4～6枠 ×
12ヶ 月

1,064

スポーツクラ
ブのマネジメ
ン トに関する
事業

有志で結成 した野球チー
ムの運営

毎月、土
日祝 日で
1回 2時
間枠を 6
枠

品川区野
球グラウ
ン ド、他

2人

開催
近郊
球に
のあ
般市

場所
の野
興味
る一
民

20人 ×
6枠 ×
12ヶ 月

1,565

スポーツ大会
その他イベ ン
トの企画、開
催、運営事業

野球大会の開催 年 1回
大田区野
球グラウ
ン ド、他

3人

開催場所
近郊の野
球に興味
のある一
般市民

70人

1,358
スポーツ大会
その他イベ ン
トの企画、開
催、運営事業

親睦会の開催 年 3回
東京近郊
の飲食可
能な場所

3人
不特定多
数の一般
市民

20人 ×
3回

スポーツ大会
その他イベ ン
トの企画、開
催、運営事業

合宿の企画、運営 半期 に 1

回

関東近郊
の野球お
よび宿泊
可能な場
所

3人
野球に興
味のある
一般市民

20人 ×
2回

足秋 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 9号 (法第 10条・第25条関係)

設立・ 定款変更用

令和 7年度 活動予算書 (そ の他事業が生登場合)

NPO法人 野球振興コ ミュニテ ィ鮒腱■」曝H半ト

科 金   額 小計・合計

1,200,000

1,800,000

1,386,800

4.386,800

4 386 800経 常 収 益 計

【A】 経 常 収 益

43.643

200.000

625,000

868.643

3,118.405

302,510

363,927

484,000

103,639

6,000

332,329

120,000

406,000

3 987 048

200,000

10,580

210.580

116.000

116,000

326 580

経 常 書 用 計 4313628
【A】 ― 【B】当 0 73 173

経 常 外 収 益 計

【

経 常 外 費 用 計

②当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】

73.173

70.000

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④+⑤

税

3.173

災害損失

・ ・ ・(3



書式第 9号 (法第 10条 。第25条関係)

令和 8年度 活動予算書 (そ の他事業が生上ヽ場合)

設立・定款変更用

NPO法人 野球振興コ ミュニテ ィ 薫降

“

騒岸0単

単位 :円

科 金   額 小計・合計

【A】 経 常 収 益

経 常 収 益 計

30,000

30.000

0

1,200,000

1,800,000

1,386,80()

4.386.800

0

4 416 800

【B

経 常 費 用 計

200.000

625.000

43.643

868.643

302.510

363,927

484.000

103,639

6,000

332,329

120,000

406,000

3.118.405

3 987 048

20(),000

10.580

210,580

116.000

326.580

4.313.628

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 ( 103.173

【C

【D

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】

税 正

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 0-④ +⑤

103,173

70,000

3 173

36.346

(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

賃借料

旅費交通費

諸謝金

材料費

会議費

消耗 品費

支払手数料

役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

法定福利費

(2)その他経費

宣伝広告費

水道光熱費

通信運搬費

地代家賃

旅費交通費

減価償却費

災害損失

固定資産売却益

過年度損益修正益

ヨ1 口
" 

当

法人税、住民税及び事業税  ・ ・・ C



書式第 6号 (法第 10条関係 )

設   立   用

NPO法人 野球振興コミュニティ部誂J貯出浄

設立趣旨書
日本は世界有数の野球大国です。長い歴史を持ち、ファンも多いプロ野球や高校野球を初め、鴨Cな ど

の国際大会となると普段野球を視聴 しない層も注目するようになります。 しかし、近年では他のスポーツ

や活動の台頭もあり、野球の競技人口の減少が顕著になっています。

野球人口減少の一因として、野球をする機会の減少が挙げられます。特に社会人草野球においては、一

般的に3つのハー ドルが存在 します。まず、草野球チームに所属 しなければならず、思い立ったら参加す

ることができません。2つ 目に、自分が望む参加頻度や レベル、雰囲気のチームを見つけることは困難で

す。そして最後に、チームに所属 したとしても運営に負荷がかかることや、メンバーのライフスタイルの

変化による脱会などでチーム自体が長続きしないことです。これらのハー ドルが、草野球を気軽に楽しむ

機会が少なく、野球離れに繋がる問題になっています。

上記のハー ドルを踏まえて、「都合よく参加でき」「参加者全員が楽 しめるような雰囲気が作られ」「長

期的に継続する仕組みがある」とい う3点 を押さえた場やチームがあれば、野球をすることに興味のある

幅広い層に門戸を開くことになり、野球離れに歯止めをかける一助になれるのではないかと考えました。

我々はこれまで任意団体として、個人で参加できる練習会の開催や上記3つのポイン トを大事にするチ

ームを3チーム立ち上げ、運営してきました。なお、チームの運営は練習会に参加する中で我々の意思に

賛同してくださった方々とともに行っています。

しかしながら、今後さらに自治体や地域団体、プロ野球や企業の野球事業とも連携 し、スポーツを通 じ

た社会貢献活動を地域で推進するには、人格主体の無い任意団体のままでは責任の所在が明確でないため

困難です。このような状況を打破するために特定非営利活動法人となることを決意いたしました。

特定非営利法人になった暁には、団体との協働を通 じ、さらに野球の楽 しみ方の幅を広げられると考え

ています。我々は、野球をはじめとするスポーツの振興や野球を通 じた市民の世代間交流の活性化に貢献

します。

申請にいたるまでの経緯

平成 30年 6月 個人参加型野球を開始

令和 2年 4月 1チームロの立ち上げ

令和 6年 4月 NPO法人野球振興コミュニティ (BaseBallX)の 設立を有志で確認

令和 6年 12月 NPO法人野球振興コミュニティ (BaseBallX)の 設立総会を開催

令和 ノ 年/ユ 月30 日

設立代表者

/行ふ 物娃
氏名




